
処分結果の通報に関する旧制度（合意事項№46） 

（1953年11月28日から2013年12月31日に発生する犯罪に係る処分結果の通告まで有効） 

 

（仮訳） 

№46 議定書（注：地位協定第１７条を指す。以下同じ。）第６項（ｂ）によって要求されている

通告は、次のようなもので充分であると思料される。 

（ａ） 日本国及び合衆国軍隊の当局が合同委員会を通じて相互に行う、議定書第３項の定

めるところに従い事件につき第一次の裁判権を有しない当事国が裁判を行った場合の

事件の裁判の最終結果の一月毎の通報及び 

（ｂ） 日本国と合衆国軍隊の当局が合同委員会を通じて行う、一方の国が裁判権を行使す

る第一次の権利を有する犯罪で他方の国又はその国民に対して犯されたものに係る事

件の裁判の最終結果の一月毎の通報。 

（ｃ） （ａ）及び（ｂ）に掲げた通報には、被告人の氏名、所属部隊、罪名、処分の内容

及び年月日並びに当該処分を行った当局の名称を記載するものとする。 

（ｄ） 右のことは、日米両国の現地当局間において、要請に基づきすべての事件に関し相

互に裁判結果その他の処分を非公式に通報することを妨げるものではない。 

 

（英文） 

 

 

 


